
調査研究終了報告書
研究分野：保健

調 査 研 究 名 レセプトデータを用いたがん・脳卒中・大腿骨頸部骨折における地域医療連携体制の実態把握

研究者名（所属）

※ ○印：研究代表者

○西 巧、吉田 まり子、市原 祥子、髙尾 佳子、中島 淳一、新谷 俊二、櫻井 利
彦、香月 進 保健環境研究所 、馬場園 明（九州大学大学院）

本 庁 関 係 部 ・ 課 保健医療介護部 保健医療介護総務課 がん感染症疾病対策課

調 査 研 究 期 間 平成 年度 － 年度 （ 年間）

調 査 研 究 種 目

１．■行政研究 □課題研究
■共同研究（共同機関名：九州大学大学院 ）
□受託研究（委託機関名： ）

２．■基礎研究 □応用研究 □開発研究
３．□重点研究 □推奨研究 □ＩＳＯ推進研究

福岡県総合計画
大項目：誰もが元気で健康に暮らせること
中項目：生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる
小項目：県民の健康の保持増進

福岡県環境総合ビジョン（第
三次福岡県環境総合基本計
画）※環境関係のみ

柱 ：
テーマ：

キ ー ワ ー ド ① 地域医療連携 ②レセプトデータ ③がん ④脳卒中 ⑤大腿骨頸部骨折

研 究 の 概 要

１）調査研究の目的及び必要性

年度の第 次医療法改正により都道府県医療計画の策定プロセスが大きく見直され、病床機能報告制度の導入

による病床機能の明確化、機能分化、連携体制の構築及びネットワーク化の促進が図られることとなった。地域医療

計画や地域医療構想においてもレセプトデータ等の活用は重要性が増している。地域医療連携体制構築は政策的に特

に重要な課題であるが、レセプトデータ等を活用した医療連携体制の評価はこれまで行われていない。そこで、診療

報酬点数表において評価されている疾患であるがん・脳卒中・大腿骨頸部骨折入院患者を対象とし、レセプトデータ

を用いて地域医療連携体制を評価することで、切れ目のない医療連携体制の構築に貢献することを目的とした。

２）調査研究の概要

がん・脳卒中・大腿骨頸部骨折における地域医療連携が医療資源の効率的利用に貢献しているかどうかを評価する

ために、福岡県後期高齢者医療広域連合の医科・ レセプトデータを用いて、地域連携診療計画策定の有無による

ケアプロセス全体にわたる医療費・診療日数への影響を明らかにした。

３）調査研究の達成度及び得られた成果（できるだけ数値化してください。）

平成 年度は脳卒中・大腿骨頸部骨折を対象疾患とし、地域連携診療計画を伴い、他病院へ転院している群を連携

群、同一病院内の回復期病棟へ転棟している者を転棟群、残りをその他の群に分類し、医療連携体制と医療資源利用

についての解析を行った。平成 年度は、後期高齢者医療制度の医療・介護レセプトデータベース構築と大腿骨頸部

骨折術後の後期高齢者における医療・介護費推計と増加要因を明らかにした。

４）県民の健康の保持又は環境の保全への貢献

急性期から在宅医療・介護までの連続したケアについて最適化を検討し、円滑な地域医療連携が行われることによ

り、医療･介護資源の効率的な使用が可能になる。また、医療や介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れ

た地域で安心して生活を継続し、その地域で人生の最期を迎えることができる環境を構築することにつながり、県民

、特に高齢者の生活の質向上のためにも有用であると考える。

５）調査研究結果の独創性，新規性

大規模なレセプトデータベースを用いて複数の医療機関にまたがる治療プロセス全体を評価した研究は少ない。脳

梗塞を対象とした先行研究では急性期での医療資源利用の効率化は明らかにされているが、後方病院や全体の医療資

源の効率化は示されていなかった。本研究の結果から以下のような結果が得られた。

連携群、転棟群ともに急性期・周術期在院日数の有意な短縮が認められた。

転棟群では回復期、全体の診療日数は有意に短く、医療費は有意に低かったが、連携群では関連していなかっ

た。

６）成果の活用状況（技術移転・活用の可能性）

の医療・介護レセプトデータから、福岡県における後期高齢者医療・介護統合レセプトデータベースを構築で

きた。この技術とデータベースは、今後の研究や 等の分析にも活用できると考えられる。
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調査研究終了報告書
研究分野：保健

調 査 研 究 名 市町村国民健康保険の広域化に向けた保険者機能向上のための基礎的研究

研究者名（所属）

※ ○印：研究代表者

○西 巧、吉田 まり子、市原 祥子、髙尾 佳子、中島 淳一、新谷 俊二、櫻井 利
彦、香月 進 保健環境研究所

本 庁 関 係 部 ・ 課 保健医療介護部健康増進課 医療保険課

調 査 研 究 期 間 平成 年度 － 年度 （ 年間）

調 査 研 究 種 目

１．■行政研究 □課題研究
□共同研究（共同機関名： ）
□受託研究（委託機関名： ）

２．■基礎研究 □応用研究 □開発研究
３．□重点研究 □推奨研究 □ＩＳＯ推進研究

福岡県総合計画
大項目：誰もが元気で健康に暮らせること
中項目：生涯を通して健康で過ごせる社会をつくる
小項目：県民の健康の保持増進

福岡県環境総合ビジョン（第
三次福岡県環境総合基本計
画）※環境関係のみ

柱 ：
テーマ：

キ ー ワ ー ド ① 特定健康診査 ②レセプトデータ ③データヘルス計画 ④生活習慣病 ⑤重症化予防

研 究 の 概 要

１）調査研究の目的及び必要性

平成26年度より、医療保険者には、加入者のレセプトや特定健診・特定保健指導データを収集・分析した結果に基

づくデータヘルス計画の策定・実施が求められている。また、平成３０年度からは、県は国民健康保険の共同保険者

となり、市町村が担う保健事業の効率化や標準化、医療費の適正化に向けた取組を支援していくために、特定健診・

レセプトデータ等の保健医療情報の整備・活用が必要となっている。そこで、本研究では、市町村、関係各課のニー

ズに対応するため、非定型分析が可能なデータベースを構築し、生活習慣や受療行動が医療費や合併症発症に与える

影響を明らかにすること目的とした。

２）調査研究の概要

市町村国民健康保険の特定健康診査の結果に基づき、要治療域、要指導域等のリスク階層別に層別化し、翌年度以

降の特定健診・レセプトデータを用いて、生活習慣や受療行動が医療費や合併症発症等に与える影響を明らかにする

。

３）調査研究の達成度及び得られた成果（できるだけ数値化してください。）

県内全てではなく、協力の得られた 市 町の国民健康保険加入者のみを対象とし、小学校区といった小地域内の比

較を行った。

平成 年度は、糖尿病を対象疾患とし、 つの国民健康保険加入者の特定健診・レセプトデータを用いて、受診勧

奨の便益を評価するために、糖尿病未治療者における受診開始・受診頻度が血糖コントロールに与える影響を定量的

に評価し、定期受診と 変化量に有意な負の関連があることを明らかにした。

平成 年度は、効果的・効率的な保健事業の実施のために、地理情報システムを活用することによって、小地域毎

の社会的・地理的環境が糖尿病発症リスク増加に与える影響を検討し、居住地周辺のメッシュ当たりの平均傾斜角度

とコンビニエンスストア事業所数が有意に糖尿病発症リスクを増加させうる環境要因であることを明らかにした。

４）県民の健康の保持又は環境の保全への貢献

小地域毎の特定健診情報を可視化し、保険者に情報提供することは、その地域特性に応じた保健事業の実施に際し

、有益なものであると考えられる。

５）調査研究結果の独創性，新規性

特定健診情報の可視化に加え、社会的・地理的環境と糖尿病発症リスクの関連を縦断的に明らかにした点で新規性

がある。

６）成果の活用状況（技術移転・活用の可能性）

県内の大半の市町村の小学校区のポリゴンデータと街区レベル、大字・丁目レベルの座標情報を地理情報システム

上に取り込み、座標系と小学校区の対応表を作成した。この対応表を用いることで、本研究の対象地域以外でも比較

的容易に小学校圏域別の分析を可能にした。
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